
第５


機構委託クラウド事業者に係る事項


［新設］
１

機構委託クラウド事業者の選定

機構は、原則として政府情報システムの

ためのセキュリティ評価制度のクラウド

サービスリストに登録されているクラウド

サービスを提供することができる事業者を

選定すること。


２

機構委託クラウド事業者との契約



調達仕様

機構は、クラウドサービスを調達する

場合には、機構委託クラウド事業者の選

定基準を定めた上で調達仕様に含めるこ

と。



契約

機構は、クラウドサービスを調達する

場合には、機構委託クラウド事業者及び

クラウドサービスが調達仕様を満たすこ

とを契約までに確認し、調達仕様の内容

は契約に含めること。


第６


その他 第５


その他
上記第２から第５


までに規定するものの

ほか、政府機関等の情報セキュリティ対策
のための統一基準群及び地方公共団体にお
ける情報セキュリティポリシーに関するガ
イドラインの内容を踏まえ、安全性及び信
頼性を確保するために必要な措置を講じな
ければならない。

上記第２から第４

までに規定するものの

ほか、政府機関等の情報セキュリティ対策
のための統一基準群及び地方公共団体にお
ける情報セキュリティポリシーに関するガ
イドラインの内容を踏まえ、安全性及び信
頼性を確保するために必要な措置を講じな
ければならない。

備 考 表 中 の ﹇ ﹈ の 記 載 及 び 対 象 規 定 の 二 重 下 線 を 付 し た 標 記 部 分 を 除 く 全 体 に 付 し た 下

線 は 注 記 で あ る 。

第４ 運用管理上の安全性及び信頼性の確保 第４ ［同左］
［１～８ 略］ ［１～８ 同左］
９ 委託を行う場合等の措置 ９ ［同左］
 事業者への委託  ［同左］
ア 機構及び市区町村長は、電子申告等

受付システム


の開発、作成、変更、運
用保守等について事務の委託を行う場
合は、委託する事業者の社会的信用及
び能力を確認すること。

ア 電子申告等受付システム


の開発、作
成、変更、運用保守等について事務の
委託を行う場合は、委託する事業者の
社会的信用及び能力を確認すること。

［イ～エ 略］ ［イ～エ 同左］
 事務を委託する場合の事業者の分担範
囲等の明確化

 ［同左］

機構及び市区町村長は、電子申告等受

付システム


の開発、作成、変更、運用保
守等を複数の事業者に委託する場合、分
担して行う範囲及び責任の範囲を明確に
するとともに、作業上必要な情報交換を
行えるような措置を講ずること。事務の
委託を受けた事業者が、複数の事業者に
事務を再委託する場合も同様とする。

電子申告等受付システム


の開発、作成、
変更、運用保守等を複数の事業者に委託
する場合、分担して行う範囲及び責任の
範囲を明確にするとともに、作業上必要
な情報交換を行えるような措置を講ずる
こと。事務の委託を受けた事業者が、複
数の事業者に事務を再委託する場合も同
様とする。

［ 略］ ［ 同左］
10 この基準の遵守並びに電子申告等受付シ
ステムのセキュリティ対策に係る自己点検
及び外部監査

10 ［同左］

［ 略］ ［ 同左］
 外部監査  ［同左］
機構及び市区町村長は、この基準


の遵
守並びに電子申告等受付システムの企
画、開発、作成、変更及び運用保守の各
段階におけるセキュリティ対策につい
て、外部監査を実施し、その結果に基づ
き電子申告等受付システムの改善を図る
こと。また、当該外部監査の結果を、総
務大臣に報告すること。

この基準


の遵守並びに電子申告等受付
システムの企画、開発、作成、変更及び
運用保守の各段階におけるセキュリティ
対策について、外部監査を実施し、その
結果に基づき電子申告等受付システムの
改善を図ること。また、当該外部監査の
結果を、総務大臣に報告すること。

次 の 表 に よ り 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 を こ れ に 順 次 対 応 す る 改 正 後 欄 に 掲 げ る

規 定 の 下 線 を 付 し た 部 分 の よ う に 改 め 、 改 正 前 欄 及 び 改 正 後 欄 に 対 応 し て 掲 げ る そ の 標 記 部 分 に 二 重

下 線 を 付 し た 規 定 （ 以 下 「 対 象 規 定 」 と い う 。 ） は 、 改 正 前 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 を 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対

象 規 定 と し て 移 動 し 、 改 正 後 欄 に 掲 げ る 対 象 規 定 で 改 正 前 欄 に こ れ に 対 応 す る も の を 掲 げ て い な い も

の は 、 こ れ を 加 え る 。

改 正 後 改 正 前

第１ 用語の定義等 第１ ［同左］
１ 用語の定義 １ ［同左］
［～ 略］ ［～ 同左］


機構委託クラウド事業者


［新設］
機構サーバに係るクラウドサービスを

提供することができる事業者で、この基

準に適合したセキュリティ対策を実施し

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〇 総 務 省 告 示 第 三 百 五 十 三 号

地 方 税 法 施 行 規 則 （ 昭 和 二 十 九 年 総 理 府 令 第 二 十 三 号 ） 第 九 条 の 二 十 六 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 、 平

成 三 十 一 年 総 務 省 告 示 第 百 五 十 三 号 （ 地 方 税 法 施 行 規 則 第 九 条 の 二 十 六 第 四 項 に 規 定 す る 情 報 通 信 の

技 術 の 利 用 に お け る 安 全 性 及 び 信 頼 性 を 確 保 す る た め に 必 要 な 事 項 に 関 す る 基 準 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 し 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。

令 和 八 年 九 月 二 十 四 日 総 務 大 臣 藤 井 比 早 之



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